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＜エネルギー起源CO2の部門別排出量の推移＞

1990年
度

2011年度
（速報値）

(90年比)

産業 482  420 (- 12.8%)

運輸 217 230 (+ 5.8%)

業務
その他

164  247 (+50.6%)

家庭 127 189 (+48.1%)

ｴﾈﾙｷﾞｰ
転換

67.9 86.1 (+26.8%)

90年比 (+10.7%)
（出典）2010年版中小企業白書

49.6%

＜中小企業が省エネ投資に取り組まない理由＞

国内クレジット制度によって、国内にいわゆる「真水」の削減効果をもたらし、また、京都メカニズムクレ
ジットの購入に当てられていた資金を国内・地域の投資・削減に振り向けることで、環境と経済の両立を
図る。
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国内クレジット制度の目的について

○産業部門の排出量は大幅に減少しているが、今後は、中小企業、民生部門（業務、家庭）、運輸
部門等における排出削減の促進が課題。

○費用負担の大きさが、中小企業の低炭素投資が進まない最大の理由。

投資インセンティブを高め、中小企業等の低炭素投資を促進する必要。



国内クレジット制度の概要について

○ 「国内クレジット制度」とは、大企業等による資金等の提供を通じて、中小企業等が行った温室効
果ガス排出削減量を認証し、大企業の自主行動計画の目標達成等のために活用できる制度。

○「ベースライン・アンド・クレジット」の考え方に基づきCO2削減量を評価する。具体的な評価につい
ては、CO2を削減する技術や方法ごとに定められた排出削減方法論（※）に基づいて算定する。
※2012年3月末、66件の排出削減方法論が承認されている。
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大企業 大企業 大企業

中小企業

「自主行動計画」参加者
（～2012年、主要業種毎の排出削減計画）

ベースライン・アンド・クレ
ジットの考え方に基づき算
定されたＣＯ２排出削減量に
相当するクレジット

資金等

太陽光発電

農業 家庭

国内クレジット
の認証

国
内
ク
レ
ジ
ッ
ト

認
証
委
員
会

ヒートポンプ バイオマスボイラー

項目 内容

制度根拠
「京都議定書目標達成計画」
（平成20年3月28日閣議決定）

制度運営事務局 経済産業省、環境省、農林水産省

制度期間 平成20年10月～平成25年3月

参加主体
自主行動計画非参加者である
中小企業等

対象事業 温室効果ガスの排出削減事業

事業の申請先・
申請方法

国内クレジット認証委員会へ申請
共同実施者との共同申請が必要

クレジットの用途

①自主行動計画の目標達成
②温対法・省エネ法への活用
③カーボン・オフセット等のCSR活動 等

＜国内クレジット制度の枠組み＞ ＜国内クレジット制度の概要＞



○中小企業の排出削減対策の推進
(前略)大企業等の技術・資金等を提供して中小企業等（いずれの自主行動計画にも参
加していない企業として、中堅企業・大企業も含む。）が行った温室効果ガス排出抑制
のための取組による排出削減量を認証し、自主行動計画等の目標達成のために活用
する仕組みを構築し、その目標引き上げ等を促していく。

その際、参加事業者が自主的に取り組むことを前提としつつ、我が国全体での排出削
減につながるよう、排出削減量の認証に当たっては、民間有識者からなる第三者認証
機関が京都メカニズムクレジットに適用される簡便な認証方法に倣った基準により認証
を行うことにより、一定の厳格性及び追加性を確保するとともに、中小企業等の利便性
確保の観点から手続の簡素化等を行う。（後略）

第３章 目標達成のための対策と施策
イ．部門別（産業・民生・運輸部門等）の対策・施策

（参考）国内クレジット制度の位置付け －目標達成計画（平成20年3月28日）より抜粋－
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国内クレジット制度における事業の登録・クレジットの認証等の状況について

○ 2013年2月末現在、1,638件の計画案が提出されている。
○その内、1,267件が排出削減事業として承認されており、2012年度までの総削減見込量は、
約169.7万ｔ-CO2（１件当たりの総削減量は約1,400t-CO2）。
○また、これまでにクレジットの認証に至ったものは1,186件で、認証量は累計で約65.2万ｔ-CO2と
なっている（1件あたりの認証量は約550t-CO2）。

排出削減事業に係る計画案・承認、
国内クレジット認証の累計件数の推移

排出削減事業に係る総削減見込量、
国内クレジット認証量の推移
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国内クレジット制度における排出削減事業の分類について
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実施場所 共同実施者の業種

事業の地域導入技術の種類

※１事業につき複数の共同実施者がい
る場合は重複で計上

事務所ビル38件,

12,080 t-CO2

スポーツ・レジャー施

設32件,

13,894 t-CO2

福祉施設65件,

22,329 t-CO2
店舗103件,

38,850 t-CO2

学校39件,

44,219 t-CO2

公共施設67件,

46,119 t-CO2

病院16件,

53,655 t-CO2

ホテル・旅館80件,

59,638 t-CO2

温泉施設77件,

74,672 t-CO2

農場89件,

91,372 t-CO2

住宅63件,

316,518 t-CO2

工場532件,

881,207 t-CO2

その他66件,

42,253 t-CO2

合計 1,696,806t-CO2

建設・プラント11社,

30,808 t-CO2

シンクタンク・コンサル

ティング会社9社,

22,064 t-CO2

小売・流通業者7社,

22,536 t-CO2

ガス・石油会社7社,

42,981 t-CO2

メーカー24社,

78,230 t-CO2

ESCO・省エネサービ

ス事業者7社,

108,887 t-CO2

銀行・リース22社,

111,709 t-CO2

商社6社,

198,260 t-CO2

電力会社10社,

216,239 t-CO2

低炭素投資促進機構

371,608 t-CO2

オフセットプロバイ

ダー16社,

571,525 t-CO2

その他46社,

78,149 t-CO2

合計1,852,996t-CO2

九州135件,

153,264 t-CO2

四国92件,

87,324 t-CO2

中国109件,

126,349 t-CO2

近畿159件,

178,456 t-CO2

中部276件,

352,678 t-CO2

関東204件,

237,113 t-CO2

東北103件,

155,139 t-CO2

北海道119件,

88,793 t-CO2

全国・広域50件,

305,298 t-CO2

沖縄20件,

12,392 t-CO2

合計1,696,806t-CO2

ボイラー更新

413件,

536,309 t-CO2

バイオマスボイラー

導入166件,

295,197 t-CO2

太陽光発電設備導

入86件,

271,488 t-CO2

空調設備更新

261件,

163,271 t-CO2

ヒートポンプ導入

129件,

112,887 t-CO2

工業炉更新

41件,

108,675 t-CO2

照明設備更新

187件,

51,383 t-CO2

インバーター制御等

導入81件,

30,967 t-CO2 その他111件,

126,629 t-CO2

合計 1,696,806t-CO2



国内クレジットの活用状況について

○2013年2月末時点で、のべ534件の国内クレジットの償却申請があり、256,848ｔ-CO2の償却が行
われている。

○償却量ベースでは、CSR及びオフセット目的が、全体の約68%を占めている。
○償却件数ベースでは、CSR及びオフセット目的が、全体の約93%を占めている。

国内クレジット 償却目的別分類
（償却量ベース）

国内クレジット 償却目的別分類
（償却件数ベース）

6

自主行動、

温対法等

32%

CSR、オフ
セット

68%

自主行動、

温対法等

7%

CSR、オフ
セット

93%

合計：534件合計：256,848t-co2


